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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

内閣府は５月の景気動向指数で、基調判断を「悪化」に

引き下げた。「悪化」の基調判断は景気後退の可能性が高

いことを示すもので、新型コロナウイルス禍の影響があっ

た２０２０年７月以来４年１０カ月ぶりとなる。４月の基

調判断の「下げ止まり」から米国向けの輸出が減少したこ

とや「有効求人倍率」の下落などで下降したことを反映し

たものとなる。内閣府では「コロナ禍と似た状況という意

味ではなく、今後の指数の動きをより慎重にみるべきだと

のサインだ」している。 

 

では 

 

 

厚生労働省は５月の毎月勤労統計調査で物価変動を考慮

した１人当たりの実質賃金は前年同月比２．９％減少した

と発表した。実質賃金のマイナスは５ヵ月連続で、減少幅

も２０２３年９月以来、１年８ヵ月ぶりの大きさとなる。

一方、名目賃金にあたる現金給与総額は１．０％増の３０

万１４１円で、４１カ月連続のプラスとなっている。今年

の春闘では連合傘下労組の平均賃上げ率は５．２５％と高

水準だったが、依然として、賃上げが物価上昇に追いつい

ていない現状を浮き彫りにしている。 

 

 

 

 

年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は２０２

４年度の運用実績が１兆７３３４億円の黒字だったと発表

した。前年度実積が４５兆円超から大きく縮小したものの

５年連続で黒字を達成した。黒字額が大幅に減少した要因

として、欧米の主要中央銀行の利下げにより運用対象とな

っている外国株式の上昇など影響したものとみられ、２０

２４年度の運用利回りは０．７１％だった。ＧＰＩＦでは

「リスクに対して安定的な運用をしていきたい」と話す。 

 

 

 

 

国税庁が発表した２０２４年分の個人の確定申告状況に

よると、国税電子申告・納税システム（ｅ―Ｔａｘ）の利

用率は過去最高となる７４％だった。世代別にみると、２

０代以下、３０代、４０代で８割を超え、８０代以上では

６１％だった。同庁はｅ―Ｔａｘの普及に伴い、確定申告

期間中の日曜日に行ってきた税務署閉庁日の相談対応を今

後、縮小や廃止を検討するとしている。また、ｅ―Ｔａｘ

を巡っては虚偽申告で所得税の不正還付の詐欺事件も起き

ており、「警察と連携して厳格に対応する」としている。 

 

 

 

 

東京商工リサーチは２０２５年上半期（１～６月）の全

国の企業倒産件数は４９９０件だったと発表した。前年同

期比１．２％増で、２０１４年以来１１年ぶりの高水準に

ある。新型コロナウイルス禍で行われた資金繰り支援策が

終了したことも倒産増加の背景にあるとみられる。また、

上半期は１０人未満の企業の倒産が全体の８９．８％を占

めており、同社では「今後も従業員の確保が難しい状況が

続けば、倒産件数は今後も増加傾向をたどる可能性があ

る」とみている。 

 

 

 

 

ＪＡ全農たまごの発表によると、鶏卵価格の目安となる

卸売価格（東京地区、Ｍサイズ）は１キロ当たり３３５円

となったことが分かった。前年７月平均の１．７倍に達し、

これまで鶏卵価格の最高値は２０２３年４～５月の月平均

３５０円だったが、その価格に近付きつつある。背景には、

高病原性鳥インフルエンザの感染拡大に伴う鳥の殺処分に

よる供給量の回復が遅れていることに加え、猛暑により鶏

の食欲低下が鶏卵価格に追い打ちを掛けている。 

 

 

 

 

日本訪問介護財団が全国約１万２０００件余の事業所を

対象に訪問介護中に患者らからカスタマーハラスメント

（カスハラ）の有無を尋ねたところ、回答した２６２８事

業所の６割超が「ある」と答えていることが分かった。具

体的な内容では、「怒鳴るなどの威圧的な言動」が最多の

１４３９事業所で、職員の人格否定などの「精神的な攻

撃」（１１２９事業所）、「性的な言動」（９９６事業所）が

続いた。同財団では「訪問看護師の安全が脅かされれば、

在宅医療の質にも影響が出かねない」と危惧を示している。 

 

 

 

 

日本百貨店協会は５月の免税売上高は前年同月比４割減

となり、３カ月連続で前年を下回っていると発表した。５

月の免税売上高の内訳をみると、高級ブランド品を含む一

般物品売上高が４５．６％減となり、高額消費が半分近く

に落ち込んでいた。また、１人当たりの購買単価は前年５

月比約４万７０００円減の約７万９０００円で、加えて購

買者数も５．４％減となった。購買客数も購買単価もマイ

ナスに転じており、百貨店業績を支えてきたインバウンド

（訪日客）消費に異変が起きている。 

２０２５年上半期企業倒産は高水準に 景気基調判断、約５年ぶりに「悪化」に 

年金の運用実績、１．７兆円の黒字に 

５ヵ月連続で実質賃金は減少 

免税売上高、前年比４割減が３ヵ月連続 ｅ-Ｔａｘ利用率、過去最高の７４％ 

訪問介護でのカスハラ被害は６割超 

卵価格、前年比１．７倍に急上昇 


